
運営第7期（令和7～9年）
東北環境パートナーシップオフィス運営業務

令和8年度 事業計画書

［請負団体］公益財団法人みやぎ・環境とくらし・ネットワーク（MELON）



【1】事業の背景・制度的位置づけ及び第7期中期計画の考え方

1-1.社会的背景と制度上の位置づけ
環境問題は、気候変動、生物多様性の損失、資源循環など複合的かつ地域横断的な課題として顕在化しており、行政・企業・市民・教育機関等、多様な主
体による協働が不可欠となっている。こうした背景を踏まえ、国は「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に基づき、協働取組の推進や中間支
援機能を担う拠点として、環境パートナーシップオフィス（EPO）およびESD活動支援センターを設置している。EPO東北および東北地方ESD活動支援センターは、こ
の制度的枠組みのもと、環境政策やESD関連施策を地域の文脈に置き換えて共有・展開し、多様な主体が地域で実践へと踏み出すための中間支援拠点として
の役割を担っている。

1-2.東北地域における課題とEPO東北の役割
東北地域では、人口減少や担い手不足、地域資源の維持・活用、災害対応など、環境課題と社会
課題が重なり合う中で、地域の実情に寄り添った取り組みが求められている。一方で、政策や制度の情
報が地域の現場まで十分に届かず、関心や課題意識が具体的な取組につながりにくいといった課題も
指摘されている。EPO東北および東北地方ESD活動支援センターは、環境政策や制度を地域の文脈に
置き換えて整理・共有し、対話や伴走支援を通じて地域の主体とつなぐことで、政策を地域の取り組み
として具体化していくための橋渡し役を担う。

【環境パートナーシップオフィス】
EPO（エポ）：Environmental Partnership Office 

 「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」
第19条第１項に基づく拠点として地球環境パートナーシッププラザ
（GEOC）及び環境パートナーシップオフィス（EPO）が設置された

 持続可能な地域づくりのために中間支援機能を発揮する拠点として環境
省が全国8箇所に開設

 「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に基づく「環
境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の
推進に関する基本的な方針」の改正（令和６年５月）に伴いEPOの
役割が明文化された

【ESD活動支援センター】

 「我が国における『ESDに関するグローバル・アクション・プログラム』実施計画
（ESD国内実施計画）」（2015年）に基づき、文部科学省・環境省が
ESDを推進するための全国的なハブになるべき拠点として設置

■ESD活動支援センター（全国センター）／2016年
■地方ESD活動支援センター／2017年

 地方センターは全国８カ所の地方EPOがその役割を担う
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【1】事業の背景・制度的位置づけ及び第7期中期計画の考え方

1-3.第7期中期計画（令和7～9年度）の考え方
運営第7期中期計画（令和7～9年度）では、EPO東北および東北地方ESD
活動支援センターが中間支援拠点としての機能を段階的に高めていくことを目
指し、3か年を右記のように位置づけている。

1-4.令和8年度の位置づけ
令和8年度は第7期中期計画の2年目として、初年度の試行的取組を踏まえ、事業
の展開と深化を図る年である。環境政策を地域で実装していくための中間支援拠点
として、対話、ネットワーク形成、伴走支援の取組を強化し、次年度以降の定着につ
ながる基盤形成を目指す。
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■事務局のチームビルディング
■ひざ詰めの対話を通した、課題とニーズの把握
■ポジティブ思考のプログラム開発、事業企画
■多様な情報発信のあり方試行
■外部リソースを活用した運営の思考

■運営基盤の強化
■重層的で顔の見えるネットワーク形成
■ウェルビーイングのつながりを考える事業企画
■様々な形態を組み合わせた情報発信
■外部の組織・企業等との連携・協働

R７年度

R8年度

R9年度

試行

展開・
深化

整理・
定着

深化レベル 【つなぐ】 【育てる】 【広げる】

基盤形成 • 関係構築
• ネットワーク形成

• 学びと実践の支
援 • 活動の立ち上げ

発展 • 協働の強化
• 役割分担

• 成長プロセスへの
伴走 • 取組の横展開

深化
（高度化）

• 持続的な連携お
よび共創

• 自走する人材・
組織との協働関
係の深化

• 社会的波及
• 政策との往還
※往還…提言と実装の
循環



【2】令和8年度の基本方針・重点ポイント

2-1.令和8年度の基本方針
 令和8年度は、運営第7期中期計画（令和7～9年度）の2年目として、初年度に試行的に実
施した取り組みや連携の成果・課題を踏まえ、事業の展開と深化を図ることを基本方針とする。

 EPO東北および東北地方ESD活動支援センターは、環境政策やESD関連施策を地域で実装し
ていくための中間支援拠点として、対話、伴走支援、ネットワーク形成、情報発信を通じて、政
策と地域の取り組みが結びつくプロセスを重視した事業運営を行う。

 個別事業の実施そのものを目的とするのではなく、『中間支援拠点としての関わり方や機能が、
地域において有効に働いたか』という観点を重視する。これまでの取り組みを通じて育まれてきた
関係性や協働の広がりを丁寧に振り返りながら、次年度に向けた改善や定着につなげていくこと
を意識した運営を行う。

2-2.令和8年度の重点

重点①

試行的取組の展開と深化

令和7年度に試行した事業や連携
を踏まえ、取組の広がりと質的向上
を図り、単発に終わらない協働へと
発展させる。

重点②

分野横断・多主体連携の具体化

環境分野にとどまらず、教育機関等
との連携を通じて多様な世代の参
画を促し、これまで中心であった世代
に加えて若い世代が対話・交流する
場を創出することで、新たな視点や
発想を取り入れた協働の具体化を
図る。

重点③

中間支援機能の見える化と共有
（運営基盤の活用）

令和7年度に整備した事務局体制
やチームビルディングの成果を踏まえ、
複雑化・多様化する連携や事業運
営を通じて、中間支援拠点としての
機能が有効に発揮されているかを確
認・整理し、成果として説明できる状
態を目指す。

重点④

情報発信手法の整理と
持続可能な運用

これまでに試行した情報発信手法を
検証・整理し、無理なく継続可能な
形へ移行する。
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対話
の

重要性

多様な主体
の

調整役

公共的価値
の
創出

対話を軸に、
政策と地域実践の『往還』を生み出し、
協働の基盤を形成する

EPO東北：対話を軸にした中間支援拠点



【3】令和8年度 事業一覧

事業分類 事業名 区分
R8年度重点との関連

重点
①

重点
②

重点
③

重点
④

全体

1.事業検討委員会 1-1.事業検討委員会 基本業務 ★ 〇 〇 〇

2.基本業務 2-1.相談対応、会合への参加等 基本業務 〇 〇 〇 〇

2-2.地域における対話の場づくり及びフォローアップ等 全国共通 ★ ★ ★ 〇

EPO東北

2-3.環境の協働取組に係る地方ネットワーク拡張のための場づくり 全国共通 ★ ★ ★ 〇

2-4. EPOネットワークにおける連携業務 全国共通 ★ 〇

2-5.パンフレット等の作成及び配布による情報発信 東北独自 〇 〇 ★

2-6. Webサイト等の活用 基本業務 ★

2-7.施設の維持及び管理 基本業務 〇

2-8. 事務局体制の運用・改善（全事業横断） 東北独自 ★ 〇 ★ 〇

3.地域循環共生圏の
創造に資するための
推進業務

3-1.地域循環共生圏づくり支援体制構築事業 全国共通 ★ 〇 ★ 〇

3-2.地域循環共生圏発展的創造業務 モデル ★ 〇 ★ 〇

3-3.拠点間連携による地域内の中間支援強化［みちのく薪びと祭り］ 東北独自 ★ ★ ★ 〇

東北地方
ESD
活動支援
センター

4.情報発信・相談対応 4-1.ESD活動に関する管内情報の収集・発信及びESD活動に関する
管内外への情報提供等

基本業務 〇 〇 〇 ★

4-2.ESD活動に関する相談及び支援窓口 基本業務 〇 〇 ★ 〇

5.高校における気候変動教育の
連携促進業務

5-1.高校における気候変動教育の推進を通じた管内外の多様な主体の
連携促進、交流の機会の提供

全国共通 〇 ★ ★ 〇

6.ESD推進に関する
ネットワークの構築

6-1.東北ESD／SDGsフォーラム 全国共通 ★ ★ ★ 〇

6-2.地域ESD拠点等のESD活動の支援 基本業務 〇 〇 〇 〇

6-3.ESD推進地域研修会等の開催 東北独自 〇 ★ ★ 〇

6-4.全国センターとの連携協力の推進等 全国共通 ★ 〇

外部連携 地球環境基金・EPO連携業務 2026年度地域価値共創に向けた環境NPO機能検討業務 全国共通 〇 〇
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※［★／〇］は各事業と重点テーマの関係性の強さを示す。
★：重点テーマと強く紐づき、主に推進を担う事業
〇：重点テーマに関わり、横断的・補完的に寄与する事業



［事業名］1-1.事業検討委員会
［事業分類］EPO東北／東北地方ESD活動支援センター（共通）

1.事業のねらい（Why）

委員と事務局が対話を通じて事業の方向性や進め方を共に検討し、中間
支援拠点としての機能を高めることを目的とする。

基本
業務

重点① ★ 重点③ 〇

重点② 〇 重点④ 〇

3.R8年度の位置づけ

 令和7年度までの試行や議論を踏まえ、令和8年度は、委員との対話を
事業運営により具体的に反映させる段階として、協働による検討・改善
を実践的に進める年と位置づける。

 委員会の一本化
EPO東北と東北地方ESD活動支援センターの委員会を一本化し、横断
的に事業を検討する体制とする。

 事業検討委員会：年2回
第１回：事業計画の検討・意見交換
第２回：事業報告および次年度に向けた改善の意見交換

 外部評価委員の参画
外部評価委員が事業検討委員会にも参加し、日常的な情報共有と
継続的なコミュニケーションを図る。

4.期待される効果（Outcome）
• 委員の知見やアイデアが、事業の企画・改善に反映されている
• 委員と事務局の間に、信頼に基づく継続的な関係性が形成されている
• 事業の背景や意図を共有した上で、建設的な検討が行われている

5.成果の捉え方・評価視点

委員会の一本化および外部評価委員の参加によって、委員と事務局の関
係性や対話の質、事業検討のプロセスの変化に着目し、より充実したものに
なっているかという観点から整理する。
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委員の知見を事業運営に反映する「一緒に考える場」

2.事業の内容
R７年度 R8年度

事業検討委員会［EPO東北］
企画運営委員会［東北ESDセンター］

事業検討委員
・年2回の対話

一本化

参加
外部評価委員会

※事業評価を目的とし年度末に開催される

■次年度に向けた視点
R9年度に向けて内容・運用を振り返り、より効果的な対話の場の設計に
向けて改善を図る。

外部評価委員会



1.事業のねらい（Why）

本事業は、EPO東北および東北地方ESD活動支援センターが、中間支援
拠点として安定的かつ機動的に機能するための基盤を整え、すべての事業
が円滑に動く環境を下支えすることを目的とする。

基本
業務

3.R8年度の位置づけ

• これまでに蓄積してきた事業運営や中間支援の実践をもとに事務局として
の思考や判断の軸を整理し、事業を通じて生まれる変化をより明確に捉
えていく段階と位置づける。

• また、前年度に引き続き基盤整備を進めることとし、外部人材との連携・
協働を意識的に取り入れることで事業運営や中間支援機能の質的向上
を図る。

 相談対応、会合等への参加
 事業運営会議：年5回
東北地方環境事務所と進捗共有を行う

 情報発信
• Webサイトの運用
• メールマガジンの活用（月1回発行）
• リーフレットの改訂
• EPO東北設置20周年を機としたパンフレットの作成

 施設の維持・管理
 事務局体制の運用・改善

• チームビルディングを目的とした外部アドバイザーの配置
 地方EPOとの連携

• 事業全体の質の向上を目的とした地方EPOとの連携

4.期待される効果（Outcome）
• 事業ごとのねらいや位置づけが事務局内で共有され、目的に立ち返った
事業運営が行われている

• 相談対応や情報発信が各事業および協働の場につながる流れが意識
的につくられている

5.成果の捉え方・評価視点

これらの業務が事業全体の円滑な運営や、事業検討委員会をはじめとす
る協働の場の機能向上にどのように寄与したかの観点から成果を整理する。
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すべての事業を支える運営基盤づくり

2.事業の内容

［事業名］2.中間支援拠点としての基盤的業務の運営
［事業分類］EPO東北／東北地方ESD活動支援センター（共通）

重点① ★ 重点③ ★

重点② 〇 重点④ ★

※以下の業務を『中間支援拠点の基盤的業務』として整理して記載
2-1 相談対応・会合への参加／2-5 パンフレット等による情報発信／2-6 Webサイト等の活用／2-7 施設の維持及び管理／2-8 事務局体制の運用・改善

■次年度に向けた視点
R9年度に向け、基盤業務の内容・運用を振り返り、より効率的で持続可
能な中間支援拠点運営へ改善を図る。



1.事業のねらい（Why）

本事業は環境政策の社会実装を進めるため、企業、自治体、民間団体、
市民等、多様な主体が対話を通じて出会い、相互理解と協働の可能性
を見いだすことを目的とし、実践につながるパートナーシップ形成を支援する。

3.R8年度の位置づけ

 令和8年度から新たに開始する事業
 東北地域において多様な主体が協働するための「対話と連携の基盤」を
形成する段階と位置付ける。

 協働の芽が生まれる場づくりに重点を置く。

【1】対話の場づくり：1回以上
• 意見交換会または関係者勉強会を開催する
• テーマは開催地域の関係者との調整の上で決定する
• 企業、自治体、民間団体、金融機関等、他分野の連携を視野に
入れた事業設計を行う

• 単発に終わらせず、今後につながる「対話の場づくり」を重視する
【2】情報収集・フォローアップ

• 過去に協働取組を支援した団体へのフォローアップの実施
• ヒアリング等を通じた情報収集
• 地域における協働取組の実施者ネットワークの維持・発展に努める

4.期待される効果（Outcome）
• 環境政策や制度が、地域の文脈で共有・理解されている
• 分野や立場を越えた主体間の相互理解が進んでいる
• 新たな協働の芽や関心領域が可視化されている

5.成果の捉え方・評価視点
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環境政策と地域実践が出会う「対話の起点」 ―多主体対話の場づくり ―

2.事業の内容

［事業名］2-2.地域における対話の場づくり及びフォローアップ等
［事業分類］EPO東北

全国
共通

重点① ★ 重点③ ★

重点② ★ 重点④ 〇

環境政策・制度

対話の場づくり

主体同士の相互理解

協働の芽 次の展開へ

• 意見交換会または関係者勉強会の開催実績（1回以上）
• 参加主体の多様性（行政、企業、民間団体、金融機関等）
• ヒアリングや意見交換を通じた課題・ニーズ・協働の可能性の整理状況
• 次年度につながる具体的な構想や連携意向の有無

■次年度に向けた視点
対話・情報収集の成果を踏まえ、協働モデルの具体化やた事業への展開
につなげる



1.事業のねらい（Why）

地域の自然資本に関わる取り組みを起点に、多様な主体の情報交換とつ
ながりを促進し、自然資本を基盤とした地域づくりに関する情報交換および
パートナーシップの促進を図ることを目的とする。

3.R8年度の位置づけ

 令和8年度から新たに開始する事業
 自然資本を活用した地域づくりに取り組む関係者がつながり、相互理解を
深めるための基盤形成・ネットワーク形成段階と位置づける。

 今年度は、地域ごとの取組状況や課題の整理に重点を置く。

【1】ネットワーク拡張のための場づくり：2回以上
• 意見交換会等を開催する
• 自然共生サイト、地域循環共生圏、良好な環境の形成、気候変
動適応等に取り組む団体・関係者を対象とする

• 自然資本を基盤とする地域づくりを意識し、パートナーシップの促進
を図る。

【2】継続的なつながりの形成
• 開催後も参加者間の関係性を維持できるよう、情報共有やネット
ワークの継続を支援する

4.期待される効果（Outcome）
• 自然資本を活用した地域づくりに関する知見や事例が共有されている
• 自然共生サイトや地域循環共生圏の取り組み拡大の機運が醸成されて
いる

• 市民参画を含む新たな協働の芽が創出されている

5.成果の捉え方・評価視点
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地域に点在する『想い』をつなぎ、協働が広がる場をつくる

2.事業の内容

• 意見交換会または関係者勉強会の開催実績（2回以上）
• 自然資本を活用した地域づくりに関する課題・ニーズ・関心分野の整理
状況

• 開催後のネットワーク維持・情報共有の状況

■次年度に向けた視点
対話・情報収集の成果を踏まえて重点テーマを設定し、協働モデルの具体
化や連携の深化段階へ移行する。

［事業名］2-3.環境の協働取組に係る地方ネットワーク拡張のための
場づくり

［事業分類］EPO東北

全国
共通

重点① ★ 重点③ ★

重点② ★ 重点④ 〇

点在する取組／担い手

ネットワーク拡張の場

分野・地域を越えたつながり

協働の具体化・発展



1.事業のねらい（Why）

全国8か所の地方EPOが把握する地域課題や協働取組の状況を共有・整
理し、EPOネットワークとしての連携を強化するとともに、環境政策を地域で
実装する中間支援機能の価値を明確化することを目的とする。

3.R8年度の位置づけ

 令和8年度は、EPO事業の全体像や成果の捉え方を体系的に整理・可
視化する重要な年度と位置づける。

 全国共通の枠組みで成果やプロセスを共有・分析し、EPO事業の価値が
適切に認識されるための基盤づくりを進める。

【1】全国EPOネットワークへの参画
• 全国EPO連絡会（計3回）
• 第２回連絡会（東北開催）
 会場調整

 エクスカーションの企画・運営等

• GEOC主催の各種会議への参加
 協働取組の促進に係る効果分析を目的とした検討会議

 EPOネットワーク勉強会

【2】成果の整理・知見の共有

4.期待される効果（Outcome）
• 全国の地方EPOが把握する地域課題や協働事例が体系的に整理され
ている

• EPOネットワーク内における共通認識や視点が形成されている
• EPOが果たす中間支援機能の価値が言語化・可視化されている

5.成果の捉え方・評価視点
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地域の実践を全国につなぎ、EPOの価値を磨く

2.事業の内容
• 全国EPO連絡会・検討会議・勉強会への参加実績
• 成果とりまとめの基本構造（評価の考え方含む）の可視化状況
• EPOの中間支援としての取組や成果が整理・言語化され、外部に可視
化・発信されている状況

■次年度に向けた視点
令和8年度に整理した成果構造や評価視点をブラッシュアップし、全国EPO
共通の成果収集・発信手法の確立につなげる。

［事業名］2-4. EPOネットワークにおける連携業務
［事業分類］EPO東北

全国
共通

重点① 重点③ ★

重点② 重点④ 〇

EPO北海道

共有／分析／対話

EPO東北 関東EPO EPO中部

きんき環境館 EPOちゅうごく 四国EPO EPO九州
GEOC

EPOネットワーク

EPO機能の整理・言語化

地域・政策への還元



1.事業のねらい（Why）

地域循環共生圏づくりに取り組む「活動団体」および「中間支援主体」に対
して伴走支援を行い、地域における中間支援体制の強化を図るとともに、
現場で得られた知見を整理・共有することで、今後の制度設計や支援手
法の検討に活かされる知見の蓄積に寄与することを目的とする。

3.R8年度の位置づけ

 令和9年度から新たな事業設計へ移行するため、本事業における採択案
件はすべて本年度末で卒業する。

 最終実施年度として、これまでの事業の成果を整理する年度である。
 令和9年度以降の事業に向けてた情報収集を行い、次年度に備える。

【1】地方事務局としての伴走支援
• 東北の採択案件：3案件（活動団体＋中間支援主体の組み合わせ）
• 月１回以上の打合せ・助言を通じた伴走支援
• ステークホルダーミーティングへの参加・助言

【2】成果・知見の整理と共有
• 四半期ごとのフォローシートの作成・提出
• 中間共有会の開催（東北の採択案件を対象とする）

• GEOC主催の会議・作業部会への出席、成果整理への協力
• 共生圏づくりや中間支援の担い手に関するヒアリング（3件）
• 令和9度事業の採択審査（審査委員会の開催）

4.期待される効果（Outcome）

• 活動団体による地域循環共生圏づくりの取り組みの成熟・自走化に近づ
いている。

• 中間支援主体の支援スキル・視点が向上している
• 事業終了後も続くゆるやかな東北ネットワークが形成されている。
• 伴走支援事務局として、EPO東北に支援ノウハウが蓄積されている。

5.成果の捉え方・評価視点
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地域の実践に寄り添う「中間支援体制」の構築

2.事業の内容

• フォローシートを通じた課題・成功要因の整理状況
• 中間支援主体による支援の質や視点の変化（定性的整理）
• 中間共有会における対話の深まりやネットワークの広がり

■次年度に向けた視点
採択団体の卒業後も見据えた緩やかな関係性の維持と、本事業で得ら
れた知見を、次期地域循環共生圏関連事業や支援手法に反映する。

全国
共通 ［事業名］3-1.地域循環共生圏づくり支援体制構築事業

［事業分類］EPO東北

重点① ★ 重点③ ★

重点② 〇 重点④ 〇

地方事務局
・地方環境事務所
・EPO等

中間支援
主体

［参加団体］

知見の整理・共有

活動団体 地域における実践：
地域循環共生圏づくり

支援・助言

伴走支援

成果とりまとめ・発信



［事業名］3-1.地域循環共生圏づくり支援体制構築事業
［事業分類］EPO東北

補足
資料

1.地域循環共生圏（考え方・到達イメージ）

地域循環共生圏とは、地域の自然資本や人材、産業などの資源を活かし
ながら、地域内での循環と地域間の連携を組み合わせることで、環境・経
済・社会の課題を同時に解決し、自立・分散型で持続可能な地域づくりを
目指す考え方である。

2.地域循環共生圏づくり支援体制構築事業（仕組み）

【全国事務局】
（環境省・GEOC・請負者）

• 全国の取組事例や知見を集約
• 施策の検討につなげる

活動団体
地域での具体的な実践

【地方支援事務局】
（地方環境事務所・EPO等）

• 中間支援主体への助言・支援
• 取組や関係性を整理・可視化

参加団体
支援

伴走支援

中間支援主体
現場での調整、伴走

 第5次環境基本計画で提唱
 第6次環境基本計画ではウェルビーイングの実現に向けた新たな成長の実践・
実装の場として位置づけ

事務局

連携
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共生圏のモデル事例 中間支援機能モデル

［事業の目的］各地域で「地域循環共生圏づくり」に取り組む主体（活
動団体）と、それを支援できる主体（中間支援主体）を増やし、地域循
環共生圏づくりの中間支援体制を強化する。

• 「自立した地域」とは：自ら課題解決を続け、地域づくりを持続している地域のこと。
• 課題解決の手段：環境・社会・経済の課題を同時解決する「ローカルSDGs事
業」を地域で数多く生み出していくこと



［事業名］3-1.地域循環共生圏づくり支援体制構築事業
［事業分類］EPO東北

補足
資料
令和8年度採択：東北3件／全国25件
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岩手県釜石市［継続3年目］活動地域 宮城県石巻市［継続3年目］ 山形県西川町［継続3年目］

豊かな自然と地域の宝を
未来へつなぐ旅
(ビー ジー サ ス ・ ジャーニー)

Blue-Green-Sustainable Journey
持続可能な観光プラットフォーム構築

テーマ 森と海を繋ぐ関係人口の創出と
持続的な環境保全活動の推進

R6：雪室による地域産業のリブランディング

R7～：西川町をひとつの物語にする
ツーリズムの構築

株式会社かまいしDMC活動団体 合同会社もものわ ツキノワ合同会社

一般社団法人ゴジョる
中間支援主体

一般社団法人
フィッシャーマン・ジャパン

西川町地域資源活用
イノベーション推進協議会

変更

R7年度
ステークホルダー
ミーティング
開催の様子

ローカル
SDGs事業

杉ハーブティーを通じた
森林環境問題へのアプローチ

地域循環共生圏“を”つくるぞ事業
• ハマナス・浜ボウフウ「石鹸」
• 松の葉サイダー
• 市民環境ファンド（仮称）
の創設準備

• 関係人口創出に向けた「共感」をテーマにした
ツーリズム

• 移住定住促進に向けた「日々の暮らし」をテーマ
にしたツーリズム



1.事業のねらい（Why）

地域循環共生圏の考え方のもとで活動する、多様な実践者をつなぐネット
ワークの「受け皿」となる仕組みについて、既存事業で培った知見や実践者
の声を踏まえながら、その方向性や価値を整理・明確化することを目的とす
る。

3.R8年度の位置づけ

 地域循環共生圏関連事業で培った知見を踏まえ、実践者同士がつなが
り続けるためのネットワークの構想・設計段階と位置づける。

 実装を目的とするのではなく、次年度以降の具体化に向けた検討フェーズ
とする。

【1】構想に向けた情報整理・ヒアリング
• 過去の地域循環共生圏関連事業で得られた知見の活用
• 支援事業の採択団体に限定しない幅広い対象設定
• 実践団体等へのヒアリング：6団体程度

【2】ネットワーク像の検討
• 「みちのく薪びと祭り」で培われた、対面交流による関係性形成・モチ
ベーション向上の要素を参考に、東北ならではのネットワークコンセプ
トを検討する

4.期待される効果（Outcome）

• 地域循環共生圏に取り組む実践者層が可視化されている
• 分野や地域を越えた、緩やかなつながりの必要性や価値が共有されてい
る

• ネットワークの目的・対象・活動イメージ等が整理・言語化されている
• EPO東北が担う中間支援機能の新たな展開可能性が見えている

5.成果の捉え方・評価視点

19

実践者がつながり続ける“受け皿”を構想する

2.事業の内容

• ヒアリング実施数
• 各団体の課題、期待、ネットワークに求める価値の整理状況
• ネットワークの目的・対象・活動イメージの言語化の進捗

■次年度に向けた視点
令和8年度の検討結果を踏まえ、ネットワークの具体化や交流・協働の実
装に向けた事業設計へとつなげる。

［事業名］3-2.地域循環共生圏発展的創造業務
［事業分類］EPO東北

重点① ★ 重点③ ★

重点② 〇 重点④ 〇

モデル
事業

コンセプトペーパーの
作成

ヒアリング・対話

ネットワークの
役割整理

・情報収集
・ネットワークの拡大

・期待、課題の整理
・価値共創の視点
・ネットワーク像

R9年度へ



1.事業のねらい（Why）

東北地域で環境分野の取り組みを担う実践者や中間支援主体が一堂に
会し、東北各地の『現場の知恵』を体系化し、新たな担い手へ継承するた
めの『知の循環プラットフォーム』を維持することで、地域内における協働や連
携の質を高めることを目的とする。

3.R8年度の位置づけ

 地域開催型交流として実施してきた取組の第2巡目・4回目にあたり、これ
までに形成されてきたネットワークの広がりや担い手層の多様化などの変化
を踏まえ、今後を見据えた整理・検証に着手する段階と位置づける。

 新たな参加層を得ながら、次世代につながる交流のあり方を試行する。

【1】地域開催型の交流の場づくり
• みちのく薪びと祭り：1回開催［秋田県能代市梅内集落］
• 参加者一人ひとりが主体的に関わる対話型・参加型の企画構成と
する。

【2】次世代・分野横断を意識した交流
• 秋田県を中心に、青森・岩手・山形の大学等との連携可能性を模
索する

• 多様な世代が参加する交流のあり方を検討する

4.期待される効果（Outcome）

• 地域循環共生圏の視点から、各団体の取り組みが捉え直されている
• 大学生を含む新たな担い手層の関心や参画意欲が喚起されている
• 既存実践者と新規参画者（大学生等）の『世代間・分野間交差』によ
る、従来の延長線上にない解決策の創出

5.成果の捉え方・評価視点
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実践者同士の対話と関係性を深める交流の場

2.事業の内容

• 情報交換会の開催実績（参加者数、参加主体の多様性）
• 参加者同士の対話の深まり（定性的把握）
• 地域循環共生圏に関する理解や意識の変化
• 開催後に見られる情報共有や連携の動きの有無

■次年度に向けた視点
事業を通して生まれた成果や効果を整理し、ネットワークの持続的なあり方
や、次の展開段階に向けた方向性を検討する。

［事業名］3-3.拠点間連携による地域内の中間支援強化
［みちのく薪びと祭り］

［事業分類］EPO東北

東北
独自

重点① ★ 重点③ ★

重点② ★ 重点④ 〇

（東北各県）
地域の活動主体みちのく薪びと祭り

対話×交流×体験

・相互理解
・取り組みの価値の再発見

参加

●開催地の活動主体
●みちのく薪びと祭り
キーパーソン

● EPO東北

協働で企画・運営

活動の活性化 新たな協働の芽 ゆるやかなネットワークの維持



みちのく薪びと祭りは
互いに学び合い・評価し合い・励まし合う
年に一度の『祭り』である。

補足
資料 ［事業名］3-3.拠点間連携による地域内の中間支援強化［みちのく薪びと祭り］

［事業分類］EPO東北
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1.事業の起点：3.11「あの時ヒアリング」から

• 東日本大震災後にEPO東北が実施した 「3.11 あの時ヒアリング」 を通じ
て得られた現場の声をきっかけに生まれた。

• 太陽光など一部の再生可能エネルギーが活躍した事例がある一方、燃
料や仕組みが整っていないために活用されなかった再生可能エネルギー
も多く存在した。

• 再生可能エネルギーの実践知を共有し意見を交わす場として「再生可
能エネルギー交流会」をスタートさせた。

4. 「EPOらしさ」が評価されている運営体制

大きな特徴は、EPO東北が単独で企画・運営する事業ではない点にある。
事業開始当初から関わってきた各地の実践者と継続的に意見交換を行い、
地域の状況や思いを丁寧に聞き取りながら関係構築と合意形成を重ねて
きた。協働で企画・運営を行う体制が構築され、EPO東北は対話と協働を
支える伴走者として関わっている。

―互いに学び合い、実践を広げていく。年に一度の『祭り』―

2.地域開催型交流会としての展開と継続

• 参加者からの要望を受けて、薪を切り口にとした地域開催型の交流会
「みちのく薪びと祭り」が2014年にスタートした。

• 開催地の関係主体との協働で企画・運営を行ってきた。
• 参加者全員が対話する時間を随所に組み込み、対話と体験を重視し
た参加型の構成により、相互に学び合う場として継続してきた。

①2014.山形県鶴岡市
②2015.岩手県遠野市
③2016.福島県南会津町
④2017.宮城県大崎市
⑤2018.秋田県能代市
⑥2019.青森県大鰐町

▲新型コロナの流行
▲対面交流の自粛

キーパーソン会議を開催
2020.広島県広島町
2021.宮城県大崎市

目指せ東北１周 目指せ東北2周目

①2022.山形県鶴岡市
②2023.岩手県釜石市
③2024.宮城県川崎町
④2025.福島県西郷村
⑤2026.秋田県能代市
⑥2027.青森県

『薪びと』をつなぐ仲間づくり
「参加する」から『参画する』へ

みちのく薪びと祭りの
役割を見つめ直す

東北の新たな価値観を
創造する

5. 本事業が果たしてきた役割

• それぞれの地域や現場で積み重ねてきた実践を持ち寄り、対話を通し
て互いの取り組みを見つめ直す機会として機能してきた。

• 参加者はみちのく薪びと祭りを通して以下のプロセスを重ねてきている。
 自らが活動している地域を改めて捉え直す
 自分たちの取り組みや活動の意義を再確認する
 日々の実践の中にある新たな価値を発見する
 新たな学びや気づき、つながりを得る

• 参加者からの継続を求める声を背景に、2014年の開始以降、内容や
関わり方を更新しながら事業が続けられてきた。

• 「ここに来れば再会・新たな出会いに加え、実践に関する情報や視点に
触れられる」場として認識され、情報や知見が行き交う機能的なプラッ
トフォームとしての役割を果たしている。



1.事業のねらい（Why） 3.R8年度の位置づけ

 ESD地域コーディネーターと共に、東北地域において東北地方ESD活動支
援センターの認知度を向上させる

 積極的な情報収集を行い、新たなネットワークの拡充を図るとともに、各
事業への反映を見据えた働きかけを行う

 ESD地域コーディネーターとして活動が期待される人材の発掘を行う

4.期待される効果（Outcome）
• 情報発信や相談対応、活動支援が各事業につながる流れが意識的につ
くられている

• 多様な分野、セクターからの相談内容に対して、適切な支援が行える体
制が構築されている

5.成果の捉え方・評価視点
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東北のESD活動を支える支援機能・体制

2.事業の内容

• ESD活動に対しての支援実績数
• 共催・後援・助言等を通じた協働機会数
• 収集した情報が各事業の企画・改善・連携形成等に反映

■次年度に向けた視点
令和9年度に向け、基盤業務の内容運営を振り返り、より効率的かつ効
果的で持続可能な中間支援拠点の改善を図る。

［事業名］ 4. 情報発信・相談対応

［事業分類］東北地方ESD活動支援センター

重点① ★ 重点③ ★

重点② ★ 重点④ 〇

基本
業務 ※4-1.ESD活動に関する管内情報の収集・発信及びESD活動に関する管内外への情報提供等

4-2.ESD活動に関する相談及び支援窓口を整理して記載

本事業は、東北地方ESD活動支援センターが中間支援拠点として、
ESD活動実践者等に対し、有益かつ実践的な情報提供や支援を行う
ことで、東北地域におけるESD活動のさらなる推進を図ることを目的とす
る。

 情報収集・発信及び情報提供
• Webサイトによる情報発信
• メールマガジンの活用（月1回発行/EPO東北と同時発行）

 相談・支援窓口
• ESD活動実践や実践団体等からの相談や支援要請等への対応
• ESD地域コーディネーターの配置（宮城県・秋田県・福島県）
 活動の共有・情報交換を行う定例ミーティングの実施：4回



1.事業のねらい（Why）

本事業は、ESD推進ネットワークにおいて重点的に推進している「気候変
動教育」の実践を進めるため、高校（主にユネスコスクール）における実証
事業を展開し、気候変動教育の成果や可能性を検証するとともに、ESD
センターが担う中間支援機能の役割を明確化することを目的とする。

3.R8年度の位置づけ

• 令和9年度から令和11年度までの実証事業開始に向けた、行程表を策
定する

• 事業で連携する高校および企業については、既存ネットワークの活用や新
規開拓を行うとともに、具体的な事業実施に向けた打合せを実施する

• 本事業におけるセンターの役割を整理する

4.期待される効果（Outcome）

• 令和9年度以降に連携する高校及び企業との関係性が構築されている。
• 高校における気候変動教育を行うための中間支援組織としての役割や位
置づけが整理されている。

5.成果の捉え方・評価視点
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高校を対象とした気候変動教育実施基盤の整備

2.事業の内容

• 次年度に向けた具体的な設計で作成した行程表の内容
• 打合せで得た課題・ニーズの整理状況
• 新規連携先との接続

■次年度に向けた視点
令和9年度からの実証に向け、本事業におけるセンターの役割を整理し、
学校・企業の双方のニーズに応じた展開につなげる

［事業名］ 5.高校における気候変動教育の連携促進事業
［事業分類］東北地方ESD活動支援センター

重点① 〇 重点③ ★

重点② ★ 重点④ 〇

【1】実証に向けた情報収集・計画作成
• 全国センターが主催する、フィードバックの機会及び事業検討の
ための会合：5回

• 行程表の作成に向けた打合せ：7回
【2】R9年度以降の実証に向けて

• 令和9年度以降の実証開始に向け、ESD地域コーディネーター
や地域ESD拠点等に協力を要請し、東北地方のネットワークを
活用した事業実施体制を構築する。

全国
共通

ESDセンター

気候変動教育プログラムの実施
高等学校

R9~R11で20校を
対象に実施

調整

R9～11年度（新規事業）

企業×



1.事業のねらい（Why）

本事業は、ESDに関する情報提供や活動情報の相互共有等の支援を行
うとともに、多様な主体の連携促進を通じて地域におけるESD推進体制の
強化を図り、地域のESD活動の更なる底上げと裾野拡大を目的とする。

3.R8年度の位置づけ

 これまでの開催内容を踏まえつつ、東北地方における課題やニーズから、
学びや実践につながるテーマ設定を行う。

 開催にあたっては、内容や対象層に応じて、開催手法や発信媒体等の実
施形態を検討し、多様なニーズに対応できる運営体制を構築する。

4.期待される効果（Outcome）
• 圏域を超えた学び合いの機会を通して、ゆるやかかつ重層的なネットワー
クが形成されている。

• 参加者同士のネットワークが生まれている。
• 開催手法や発信媒体の工夫により、多様な立場・分野の関係者の参画
が促進されている。

5.成果の捉え方・評価視点
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人・活動・地域をつなぐESD推進に向けた交流の機会

2.事業の内容
• 情報交換会の開催実績（参加者数、参加主体の多様性）
• 参加者同士の対話の深まり（定性的把握）
• 参加者アンケートを実施し、事業に対する満足度や理解度、行動変容
について把握することで、事業成果や効果の検証を行う。

• 開催後に見られる情報共有や連携の動きの有無

■次年度に向けた視点
事業で得られた成果や効果、参加者の声を整理し、次年度の展開に向け
たテーマ設定や運営体制の方向性について検討する。

［事業名］ 6-1.東北ESD/SDGsフォーラム
［事業分類］東北地方ESD活動支援センター

重点① ★ 重点③ ★

重点② ★ 重点④ 〇

全国
共通

東北ESD/SDGs
フォーラム
学び×交流

【1】東北ESD/SDGsフォーラムの開催：1回
【2】実施に向けた調整

• 地域に出向き、テーマになり得る情報収集に努め、企画調整を行
う。

• ESD地域コーディネーターや地域ESD拠点、事業検討委員等か
ら情報収集を行う。また、開催にあたっては運営面での協力依頼を
行うことについて検討する。

（東北各県）
ESD実践者

ESDセンター
ALL東北による企画・運営

登壇・参加
（全国各地）
ESD実践者

活動の活性化 新たな協働の芽 重層的なネットワークの構築

地域ESD拠点
ESD地域コーディネーター

事業検討委員



1.事業のねらい（Why）

東北地方の地域ESD拠点（22拠点）との情報共有やイベント協力（共
催、後援、助言、関係者紹介、周知協力等）を通じた連携を進めるととも
に、東北各地でESD活動を実践する主体に対して地域ESD拠点への登
録を促進することで、地域ESDネットワークの強化・拡大および活動の活性
化を図ることを目的とする。

3.R8年度の位置づけ

 既存の22拠点に対して、ESD地域コーディネーターと連携し、積極的な情
報提供や活動内容の情報収集に努め、連携を模索する。

 ESDセンターと地域ESD拠点との関係性を再構築する。
 地域ESD拠点の役割や機能を整理する。

4.期待される効果（Outcome）
• 既存の地域ESD拠点において、地域のESD活動に対する支援を通じた
「中間支援」の役割に対する認識が高まっている。

• 地域ESD拠点同士の連携が生まれる。
• 地域ESD拠点等の活動内容や優良事例について、情報の循環が促進
されている。

5.成果の捉え方・評価視点
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東北地域におけるESD活動推進ネットワークの形成

2.事業の内容

• 地域ESD拠点及びESD実践者に対する支援実績数
• 共催・後援・助言等を通じた協働機会の創出
• 新規相談における支援実績、登録実績

■次年度に向けた視点
地域ESD拠点の役割や機能を整理・可視化することで、次年度以降の効
果的な支援方策及びネットワーク形成の基盤整備につなげる。

［事業名］ 6-2.地域ESD拠点等のESD活動支援
［事業分類］東北地方ESD活動支援センター

重点① 〇 重点③ 〇

重点② 〇 重点④ 〇

【1】情報収集・支援の実施
• 宮城県内：3回
• 東北管内：15回
【2】ネットワーク拡大に向けた活動

• 既存地域ESD拠点からの相談等に対する支援
• 新規の地域ESD活動推進拠点への登録促進に向けた働きかけ
を行うとともに、登録申請に係る相談対応や手続き支援等の補助

基本
業務



1.事業のねらい（Why）

東北地方におけるESD活動の実践を推進するため、ESD地域コーディネー
ターや地域ESD活動推進拠点との連携・協働を軸としながら、地域の主体
からの相談対応や、ESD実践者に対する学び合いの機会の提供、活動支
援等を行うことで、地域におけるESD活動の裾野拡大を目的とする。

3.R8年度の位置づけ

 ESD地域コーディネーターや地域ESD拠点と連携し、それぞれの課題や
ニーズを踏まえながら、事業として企画・調整が可能な内容を選定し、研
修会を実施する。

 令和3年度から令和7年度まで実施された「ESD for 2030学び合いプロ
ジェクト」の成果やネットワークを踏まえ、そのフォローアップを目的とした事業
展開を検討する。

4.期待される効果（Outcome）
• 研修会の参加者が研修内容を理解し、ESDに関する知識やスキルを習
得している。

• ESD地域コーディネーターや地域ESD活動推進拠点との連携により、地
域の実情や課題に即した具体的かつ実践的な内容を形成できる。

5.成果の捉え方・評価視点
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学び合いと実践支援による地域のESD活動推進

2.事業の内容

• 参加者アンケートを実施し、事業に対する満足度や理解度、行動変容
について把握することで、事業成果や効果の検証を行う。

• 実施主体の意識・体制の変容
• 参加者同士のネットワーク維持・情報共有の状況

■次年度に向けた視点
令和8年度の実施内容を踏まえ、継続的なネットワークの活用や活動展
開について検討するとともに、他事業への展開や事業設計への反映を図る。

［事業名］ 6-3.ESD推進地域研修会等の開催
［事業分類］東北地方ESD活動支援センター

重点① 〇 重点③ ★

重点② ★ 重点④ 〇

東北
独自

地域ESD研修会

・学び合い
・活動実践の広がり

活動の活性化

新規事業への発展

 研修会等の実施
• ESD推進地域研修会：2回
• ESD地域コーディネーターや地域ESD拠点等と連携による実施

ESD地域
コーディネーター

地域ESD拠点

ESDセンター ネットワーク拡大

連携
協働



1.事業のねらい（Why）

全国センターが実施するフォーラムや意見交換会等への参加、並びに情
報提供や各種調査等への協力を通じて、全国的なESD推進の動向や
知見を地域へ還元するとともに、地域における実践や課題を全国へ発
信し、ESD推進ネットワークにおける連携体制の強化および役割の明確
化を図ることを目的とする。

3.R8年度の位置づけ

• 全国センターの求めに応じて情報提供や資料作成・提供、ESD 推進ネッ
トワーク活動状況調査等に積極的に協力・対応する。

• ESD推進ネットワークで重点的に進めている「気候変動教育」について全
国各地の実践例や情報を共有し、地域における取り組みの充実や新たな
実践の創出につなげる。

4.期待される効果（Outcome）
• 全国規模での知見共有により、地域におけるESD推進体制やコーディ
ネート機能の質的向上につながっている。

• 東北地方における活動実績が全国へ広がり、モデル事例として他地域に
おける活用・展開の検討が進められている。

5.成果の捉え方・評価視点
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全国・地域間の双方向連携によるESD推進体制の強化

2.事業の内容 • 全国フォーラム・連絡会・意見交換会への参加実績及び発表実績
• 今後の連携や事業形成につながる関係性構築
• ESDセンターにおける中間支援としての取組や成果が整理・言語化され、
外部に対して可視化・発信されている状況

■次年度に向けた視点
全国的な動向や先進事例、地域における実践・課題等を整理・蓄積する
し、ESDセンターに求められる中間支援機能や役割を明確化し、事業形成
や支援体制の強化につなげる。

［事業名］ 6-4.全国センターとの連携協力の推進等
［事業分類］東北地方ESD活動支援センター

重点① 重点③

重点② ★ 重点④ 〇

【1】ESD推進ネットワーク全国フォーラム：1回
全国センターより示された内容に準じて、出席および活動報告
等の協力を行う。

【2】ESD活動支援センター（全国・地方）連絡会：2回
【3】全国協力団体意見交換会：1回
【4】全国センター企画運営委員会：2回

全国
共通

学校、地域、企業等で
ESDに取り組んでいる
多様な実践主体

全国ESD
センター

地域ESD活動推進拠点（219件）

連携・支援

ESD推進ネットワーク

地方ESD
センター（8か所）

ニーズ・成果共有
ESDに取り組もうとしてい
る潜在的な活動主体

支援
働きかけ

SDGs達成への貢献ESDの輪の広がり・深まり 気候変動教育の推進



1.事業のねらい（Why）

本事業は、地球環境基金と連携し、地域で活動する環境NPOの実践や
課題整理を通じて、環境NPOが果たす中間支援機能や協働形成機能を
可視化・言語化し、地域価値共創に向けた支援のあり方を高めることを目
的とする。

3.R8年度の位置づけ

 2025年度は「環境を軸とした地域課題解決に向けた戦略検討業務」を
実施し、地域の中で環境NPOに求められる役割の整理を試みた。

 前年度の戦略検討等を踏まえ、環境NPOの支援充実に向けたさらなる情
報収集を行い、より具体的な整理・検証をする段階と位置付ける。

4.期待される効果（Outcome）
• 地域ごとの環境NPOの役割や強み、課題が整理・共有されている
• 環境NPOによる協働形成や中間支援機能への理解が支援側で深まって
いる

• 地球環境基金の助成事業に、地域現場の実態を踏まえた視点が反映さ
れている

5.成果の捉え方・評価視点
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環境NPOの実像を捉え、支援の軸を整える

2.事業の内容

• ヒアリングや意見交換を通じて整理された、環境NPOの機能・役割の明
確化の状況

• 地域の実情が基金側の検討・議論にどのように活かされているか

■次年度に向けた視点
本連携で整理された知見を踏まえ、次年度以降の地球環境基金・EPO連
携事業へ反映される。

［事業名］ 2026年度地域価値共創に向けた環境NPO機能検討業務
［事業分類］外部連携：地球環境基金・EPO連携業務

独立行政法人環境再生保全機構とEPO東北請負団体間で協定書を
取り交わした上で事業を実施する。
• 地球環境基金が実施する環境NPOに関する調査・検討業務への
協力

• 環境NPOや関係主体へのヒアリング、意見交換等を通じた地域動
向・課題の整理

• 地域で把握された知見や示唆の整理・共有（EPOネットワーク・地
球環境基金基金側への還元）

外部
連携

地球環境基金 GEOC・8つのEPO
環境NPOに対する助成
及び振興

地域の環境教育及び
協働取組の推進拠点

互いに補完

各地の地域課題を調査しながら
持続可能な地域実現に向けた戦略検討



4月 ５月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

EPO

東
北

事業検討会議

情報発信

地域における対話の
場づくり
地方ネットワーク
拡張のための場づくり

共生圏づくり
支援体制構築事業

地域循環共生圏
発展的創造業務

みちのく薪びと祭り

東
北ESD

セ
ン
タ
ー

高校 気候変動教育
連携促進事業

東北ESD/SDGs
フォーラム

ESD推進地域研修会

全国との連携

［外部連携］
地球環境基金

【5】年間スケジュール

30

就任依頼 日程調整日程調整 委員会

印刷 完成

ヒアリング・原稿執筆 校正 印刷 完成
企画調整

リーフレット作成

構成検討

企画調整 KP会議みちのく
薪びと祭り

キックオフ

参加団体ヒアリング

事業検討会議 事業検討会議 事業検討会議

成果共有会

審査委員会R9公募開始

中間共有会

作業部会 作業部会執筆タスクフォース ステークホルダーミーティング（団体ごとに開催）

支援レポート

R9事業に向けたヒアリング 3件

ヒアリング 6件 コンセプト検討企画検討

勉強会 意見交換会

意見交換会

企画調整

企画調整

EPO連絡会
ESDセンター連絡会

EPO連絡会
ESDセンター連絡会

EPO連絡会 ESD
フォーラム

EPO
勉強会

EPO
検討会議

EPO成果収集
タスクフォース（月1）

工程表作成

企画調整 フォーラム

委員会

支援レポート 支援レポート 支援レポート

伴走支援

ヒアリング 7校

企画調整 研修会 研修会

打合せ キックオフ 連絡会

企画調整
ステークホルダー
ミーティング
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